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TICAD IVTICAD IVに向けたに向けた

我が国の取り組み我が国の取り組み
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外務省 中東アフリカ局
アフリカ第二課 首席事務官
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国の数 ５３ヶ国【４８ヶ国】
（全世界の約28％【25%】）

人口 約9.25億人 【約7.5億人】
（全世界の約14％ 【約12％】）

面積 約3,000万km2

【約2,450万km2】

（全世界の約２２％ 【約１８％】）

ＧＤＰ（総額） 約9,540億ドル
【約6,422億ドル】

（全世界の約2.1％【約1.5％】）

【１人あたりＧＤＰ 約745ドル】
※【】内はサブサハラ・アフリカ

（２００７年現在）

日本国大使館のある国（２７カ国）

先方大使館が日本にある国（３５カ国）
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全世界で５０カ国のうち、
サブサハラアフリカに３４カ国が集中

（※スーダンを含む）

※LDC（Least Developed Countries）
国連開発計画委員会（CDP)が設定した基準*に
基づき、国連経済社会理事会の審議を経て、国
連総会の決議により認定される。開発途上国の
中でも特に開発の遅れた国々。

* LDCの認定基準（2003年時点）

１人あたりGＮＩ 人口 APQLI** EVI***

750ドル未満 7,500万人以下 59未満 36超過

**   APQLI : 人的資源開発の程度を表した指数。乳幼児死亡率等を指数化。 *** EVI : 経済的な脆弱性を表した指数。農業生産の不安定度等を指数化。
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HIV/HIV/エイズエイズ感染率・感染者数感染率・感染者数

63.5%0.2%

1.8%

19.7%

3.9%
1.9%1.1%3.4%0.9%

サブサハラ・アフリカ 東アジア オセアニア

南・東南アジア 東欧・中央アジア 西欧

北アフリカ・中東 カリブ諸国 南アメリカ

＜集中する感染者＞＜集中する感染者＞

約3950万人中2470万人（約
63％）がサブサハラ・アフリカ
に集中

＜高い感染率＞＜高い感染率＞(15-49歳人口に占めるHIV/エイズ感染者の割合)

ｶｰﾎｳﾞｪﾙﾃﾞ

参考資料：ＵＮＡＩＤＳ Report on the global AIDS epidemic 2006
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出生時平均余命(2 0 0 3年)
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マラリア感染状況マラリア感染状況 5歳未満の幼児死亡率(2006年)
※　"Afr ic an  Economic  Ou t look 2 007" , AfDB/OECD

14%
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紛争

安定

全体として流れは安定の方向に
向かっており、「平和の定着」への
支援がより重要な局面に。

ｼｴﾗﾚｵﾈ
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ｴﾁｵﾋﾟｱ

ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ

（圧政の拠点：ライス
米国務長官）

アフリカにおける紛争状況アフリカにおける紛争状況
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世界におけるＭＤＧｓ達成状況世界におけるＭＤＧｓ達成状況
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＜アフリカの動き＞
⇒アフリカの自助努力（オーナーシップ）の
高まり
– 近年、アフリカ連合（AU、2002年OAUか
ら発展改組）を核とする政治・経済面での
協力の強化、統合へ向けた動きが大きく
進展。

– アフリカ自身による開発計画「NEPAD（ア
フリカ開発のための新パートナーシップ）」
が具体化、実施。（2001年採択）

– 準地域機関による地域協力・統合が進展。

アフリカの「オーナーシップ」と、それアフリカの「オーナーシップ」と、それ
を「パートナーシップ」を通じて支えを「パートナーシップ」を通じて支え
ようとする国際社会のモメンタムのようとする国際社会のモメンタムの
高まり高まり

＜国際社会の対応＞
⇒国際社会の対アフリカ支援
（パートナーシップ）の強化

– 国連において、近年、アフリカ
問題の比重が一層増加（安保
理決議の約６割はアフリカ問題、
PKO予算・人員の約７～８割が
アフリカ向け）。

– 2002年「Ｇ８アフリカ行動計画」
及び2005年グレンイーグルズ・
サミットで合意した新たな支援
策に基づくＧ８の取組み。

– ＭＤＧｓの実現に向けた国際的
な取組の強化（05年９月にミレ
ニアム宣言中間レビュー）。

20002000年以降、アフリカにおける新たな動きが浮き彫りに年以降、アフリカにおける新たな動きが浮き彫りに
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【出典】「African Economy transformed by Firms; Expansion of South African and 
Chinese Firms (in Japanese) 企業が変えるアフリカ－南アフリカ企業と中国企業のアフ
リカ展開－」（平野克己著）より（UN(2006)及びFAO(2005)のデータから著者作成）

サブサハラ・アフリカの一人当たりＧＤＰの推移
近年ＧＤＰ成長率が著しい国

：石油・鉱物資源輸出に依存した経済成長を示す国（総輸出額に占
める石油・鉱物資源シェアが50％以上）

：堅実な成長努力が実を結びつつある国など

ｳｶﾞﾝダ
'05年 6.7%
'06年 5.4%
'07年 6.0%ｼｴﾗﾚｵﾈ

’05年 7.2%
’06年 7.4%
’07年 6.5%

ﾓｰﾘﾀﾆｱ
’05年 5.4%
’06年 13.9%
’07年 6.3%

ｽｰﾀﾞン
‘05年 7.9%
‘06年 12.1%
‘07年 11.3%

ｺﾝｺﾞ(民)
‘05年 6.5％
‘06年 6.5％
‘07年 6.2％

ｴﾁｵﾋﾟア
‘05年 8.7%
‘06年 5.9%
‘07年 6.3%

ﾀﾝｻﾞﾆｱ
'05年 6.8%
'06年 5.7%
'07年 6.8%

ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ
'05年 6.2%
'06年 7.9%
'07年 7.3%

ｱﾝｺﾞﾗ
’05年 20.6%
’06年 14.9%
’07年 26.9%

【注１】

【出典】 「African Economic Outlook」 (AfDB/OECD, 200７)

ﾌﾞﾙｷﾅ･ﾌｧｿ
’05年 7.1%
’06年 5.5%
’07年 5.4%

ｶﾞｰﾅ
‘05年 5.8%
‘06年 6.1%
‘07年 5.9%

ｶｰﾎﾞﾍﾞﾙﾃﾞ
’05年 5.8%
’06年 5.8%
’07年 6.5%

ｺﾝｺﾞ(共)
’05年 7.7%
’06年 6.8%
’07年 1.9%

赤道ｷﾞﾆｱ
'05年 6.0%
‘06年 0.4%
‘07年 9.4%

ﾁｭﾆｼﾞｱ
’05年 4.2%
’06年 5.8%
’07年 5.8%

ﾅｲｼﾞｪﾘｱ
’05年 6.5%
’06年 5.3%
’07年 7.0%

【注２】 ：04～06年のGDP経済成長率の平均が４％を超える国
（06年は推計値、07年は予測値）

エジプト
’05年 4.5%
’06年 6.8%
’07年 6.6%

マリ
’05年 6.1%
’06年 5.0%
’07年 4.8%

ルワンダ
’05年 6.0%
’06年 5.3%
’07年 5.7%

ケニア
’05年 5.8%
’06年 5.0%
’07年 5.3%

ボツワナ
’05年 8.4%
’06年 4.2%
’07年 4.3%

ｻﾞﾝﾋﾞｱ
’05年 5.1%
’06年 5.9%
’07年 5.8%

マラウィ
'05年 2.2%
'06年 8.4%
'07年 4.8%

05～07年のGDP経済成長率の平均が５％を超える国
（06年は推計値、07年は予測値）

変わりつつあるアフリカ変わりつつあるアフリカ
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Sources: African Economic Outlook 2007, IMF, OECD
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我が国とアフリカ諸国との貿易関係
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アフリカの全貿易額の中で我が国との貿易の占める割合
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０５年までの日本のアフリカに対する対外直接投資額は件
数・投資総額ともに減少傾向。

他方、０６年には、南アに対する輸送・製造分野での投資増
大、ナイジェリアへのLPG分野への資本投下、マダガスカル
へのニッケル分野への資本投下を背景として、０５年と比較
して増加がみられた。今後の動向要注意。

（財務省「対外及び対内直接投資」）

日本の対アフリカ直接投資
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変わりつつあるアフリカ（平和の定着が進行している国）

シエラレオネ
・07年7月28日に大統領・国会議員選挙実施予定。
・今後本格的二国間支援を再開。

ブルンジ
・選挙により05年8月にンクルンジザ
大統領が就任。
・06年6月、首都ブジュンブラ等を対
象として本格的な二国間ODAを再開
することを決定。

コンゴ（民）
・選挙により06年12月にカビラ大統領が就任。
・07年2月、首都キンシャサ等を対象として本格的な二
国間ODAを再開することを決定。

コンゴ共
・90年代には大統領選を巡って内戦が勃発した
が、05年以降反政府勢力との和平が進行中。
・06年10月の日コンゴ共外相会談で二国間協力
の再開に向けた措置をとる旨伝達。

ギニアビサウ
・選挙により05年10月にヴィエイラ
大統領が就任。
・二国間ＯＤＡは国際機関を通じた
小規模な支援や研修員の受入のみ。

リベリア
・選挙により06年1月にサーリーフ大統領が就任。
・ 07年2月に二国間経済協力の再開を表明。

スーダン
・05年1月に南北包括和平合意（CPA)
・05年4月、オスロ支援国会合で「当面1億ドルの支
援」を表明し、現在までに約1.4億ドルを拠出済み。

中央アフリカ
・選挙により05年6月にボジゼ大統領
が就任。
・06年5月二国間ODA再開を決定。

ルワンダ
・選挙により03年8月にカガメ大統
領が就任。
・04年本格的な二国間ODAの再
開を決定。

コートジボワール
・07年3月にワガドゥグ合意が成立、07年末から08
年初にかけて大統領選実施予定。
・経済援助は緊急人道支援や草の根無償、研修員
受け入れを除いて原則停止中。
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主要ドナーの対アフリカODA総額推移

アフリカに対する世界の関心の高まりアフリカに対する世界の関心の高まり

具体的な動き（例）

○欧米ＯＤＡ額の顕著な増大

○2005年「アフリカの年」
アジア・アフリカ首脳会議(４月)
Ｇ８グレンイーグルズ・サミット(７
月)

○2006年 第三回中国アフリカ協力
フォーラム

○2007年
第２４回アフリカ・フランスサミット
G8ハイリゲンダムサミット
EU・アフリカサミット（12月）

主要ドナー国のアフリカ支援実績の推移（支出純額ベース）
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３年間で対アフリカＯＤＡ倍増３年間で対アフリカＯＤＡ倍増
…05年４月のアジア・アフリカ首脳会議に
て、03年実績を基準に３年間でアフリカ向
けODAを倍増させ、その中心を贈与
（grant）とすることを表明。

５年間で５年間で100100億ドルの億ドルのODAODA事業事業
量積み増し量積み増し（アフリカのみならず他地域も対象）（アフリカのみならず他地域も対象）

…05年グレンイーグルズ・サミットにおい
て、04年実績を基準に、05年から09年ま
での五カ年で100億ドルのODA事業量を
積み増すことを公約。

ドナー・コミュニティ全体によるドナー・コミュニティ全体による
ODAODA総額の増加総額の増加
2005年グレンイーグルズ・サミットにて、
2010年までにG8その他のドナーからの
ODA年間総額が250億ドル増加すること
になる旨を明記。

主要ドナーの対アフリカODA総額推移
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平和協力国家として国際社会の課題に対する貢献平和協力国家として国際社会の課題に対する貢献
○ 国際社会の責任ある一員として世界の平和と安定を実現
アフリカ開発問題への積極的な貢献を通じ、国際社会における信頼を獲得。

○ アフリカが国際社会の不安定要因となることを防止
貧困・紛争、難民、感染症、小型武器の拡散、犯罪・テロ等の拡散を防止。

我が国の外交基盤の強化我が国の外交基盤の強化
○ アフリカ５３ヵ国との友好・協力関係緊密化により我が国の支持基盤を強化・拡大
我が国の外交政策遂行の円滑化。我が国にとって望ましい国際ルールの実現。
各種選挙を通じた国際機関における責任ある地位の獲得。

我が国とアフリカの経済関係発展の可能性我が国とアフリカの経済関係発展の可能性
○ 資源の宝庫と潜在的市場であるアフリカを巡る国際的競争
資源確保を目的として欧米、アジア（中国、ＡＳＥＡＮ）が、巨大市場であるアフリカへ進出。
我が国としても、長期的展望の下、アフリカにおける経済的利益の確保が重要。

アフリカとの経済関係の発展・安定化は我が国の経済的繁栄に大きく資する。

アフリカ外交の意義アフリカ外交の意義
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TICAD I～TICADⅢの成果（概略）

●TICADⅠ（第一回アフリカ開発会議、１９９３年東京）
①79か国（アフリカ48か国）・26国際機関から首脳（アフリカ5か国）、閣僚級が参加。
②冷戦終結後に国際社会のアフリカへの関心が減退する中、アフリカ開発への関心
の再喚起に貢献。「東京宣言」を採択

●TICADⅡ（第二回アフリカ開発会議、１９９８年東京）
①80か国（アフリカ51か国）・40国際機関から首脳（アフリカ13か国及びマレーシア）、
閣僚級が参加。
②（イ）社会開発、（ロ）経済開発、（ハ）紛争予防と紛争後の開発の分野で優先的
政策・行動及び達成すべき目標を明記した「東京行動計画」を採択。

●TICADⅢ（第三回アフリカ開発会議、２００３年東京）
①89か国（アフリカ50か国）・47国際機関から首脳（アフリカ23か国）及びＡＵ委員長
（首脳級）を含む1000名以上が参加。
②「人間の安全保障」の重視及びNEPAD支援を掲げる「ＴＩＣＡＤ10周年宣言」を採択。
③「平和の定着」、「人間中心の開発」「経済成長を通じた貧困削減」を３本柱に整理。
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○ＴＩＣＡＤとは、アフリカ開発をテーマとする政策フォーラム。

１９９３年以降、日本が主導し、国連、国連開発計画（ＵＮＤＰ）、世銀等と共催して開催。

５年に１回の首脳級会議に加えて、閣僚級会議（これまで４回）等を開催。

○２００３年のＴＩＣＡＤ IIIには、アフリカ２３か国の首脳及びアフリカ連合（ＡＵ）委員長

を含む約１,０００名が参加。

○２００８年５月２８－３０日にＴＩＣＡＤ IVを横浜で開催予定。
→近年のアフリカにおける政治・経済両面での前向きな変化を後押しするため、

「元気なアフリカを目指して「元気なアフリカを目指して(Towards a Vibrant Africa)(Towards a Vibrant Africa)」」との基本メッセージの下、

今後のアフリカ開発への国際社会の取組を具体的に打ち出す。

→具体的には、①成長の加速化、②平和の定着、①成長の加速化、②平和の定着、MDGMDGｓ達成を含む「人間の安全保障ｓ達成を含む「人間の安全保障

の確立」、③環境問題・気候変動問題への取組の確立」、③環境問題・気候変動問題への取組に国際社会の知識・ノウハウ及び資金

を結集。ＴＩＣＡＤIVでの議論をＧ８へ繋げていく。

→９０年代前半、冷戦終結に伴って、アフリカへの関心が低下。ＴＩＣＡＤの開催により、

アフリカ問題の重要性を再認識。アフリカの「オーナーシップ（自助努力）」と国際社会

との「パートナーシップ」の重要性を提唱。我が国がアフリカと同じ視線で開発問題に

ついて議論するアプローチをアフリカ側が高く評価。

ＴＩＣＡＤＴＩＣＡＤ IV IV （第四回アフリカ開発会議）（第四回アフリカ開発会議）
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基本メッセージ

「元気なアフリカを目指して: 希望と機会の大陸」

TICAD IVの重点事項
●成長の加速化
現在好調であるアフリカの経済成長を持続的でかつ貧困者をも幅広く裨益するものとする
ための支援を強化

（貿易投資、インフラ整備、農業の各分野を含む）

●「人間の安全保障」の確立
➣ ＭＤＧｓ達成支援
➣ 平和の定着、民主化支援強化等

●環境・気候変動問題への対処
アフリカは気候変動に最も脆弱な大陸：環境、特に気候変動への適応問題への取組を支援し、
成長への障害を除去

国際社会の知恵と資金を結集
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手法・アプローチ

●以下の四分野で取組を呼びかける
①成長の加速化
② MDGｓ達成
③平和の定着と民主化
④環境・気候変動問題への対処

（注）
- -相互の連関、相乗効果が重要
- -可能な限り持続的成長を促進

●横断的要素
- - AU/NEPAD、地域経済共同体及び（新興ドナーを含む）二国間・多国間ドナーとの
連携強化

- - アジアの経験の活用：南南協力、三角協力とりわけアジア・アフリカ協力及びアフリ
カ内協力の支援

- -人的資源開発、統治能力向上、コミュニティ能力強化
- - アフリカ諸国の多様性：各国別の対応が必要
- - ガバナンス改善と法の支配促進支援
- -民間セクター、財団、市民社会団体との連携
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ＴＩＣＡＤＴＩＣＡＤIVIVの枠組みにおける協力分野（案）の枠組みにおける協力分野（案）

１．成長の加速化

（「緑と成長の大陸」支援）（「緑と成長の大陸」支援）
（１） インフラ
➣ 広域道路等、電力インフラ整備
（One Stop Border Postを含む）
（２）貿易・投資
➣ 円借款ツーステップローン（ＥＰＳＡ）を通じた
中小企業支援

➣ ＪＢＩＣ投資金融
➣ ＯＤＡと民間企業の活動の連携強化
➣ （アフリカ観光キャンペーン）

（３）農業
➣ 緑の革命の推進

(灌漑、マーケティング、研究開発)

２． ミレニアム開発目標（MDGs）の達成
（人間の安全保障の確立（人間の安全保障の確立 ））

（「安心で健康なコミュニティづくり」支援）「安心で健康なコミュニティづくり」支援）
（１）コミュニティ開発
➣ 一村一品運動の展開

➣ 包括的農村開発
（２）教育
➣ 「みんなの学校」プロジェクトの展開
➣ 理数科教育の普及
➣ 科学技術研究協力
（３）保健(含マルチ・バイ連携案件）
➣ 感染症対策
➣ 母子保健
➣ 保健医療従事者の育成支援

及び野口英世アフリカ賞を活用

３． 平和の定着・民主化（人間の安全保障の確立）
（「平和構築と民主化」支援）「平和構築と民主化」支援）
➣ 平和と安定のためのキャパシティ・ビルディング
➣ 人道・復旧・復興支援

４． 環境・気候変動問題への対処

（「クールアース推進構想」を通じた支援クールアース推進構想」を通じた支援）
➣ 「クールアース・パートナーシップ」資金メカニズム
（１） 適応

➣ 干魃と自然災害、給水
（２） 緩和
➣ 植林・森林保全、環境管理

（３） エネルギーへのアクセス向上
➣ クリーンエネルギーの活用
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2003 第三回アフリカ開発会議(9/29-10/1 東京）

2004 TICAD アジア・アフリカ貿易投資会議(11/1-2 東京）
2006 TICAD 平和の定着会議(2/17-18 アディス・アベバ)

2007
2月12-14日 第四回アフリカ・アジア・ビジネス・フォーラム(ダル・エス・サラーム) 
3月22-23日 TICAD 持続可能な開発のための環境とエネルギー閣僚会議(ナイ

ロビ)  
26-27日 G8 開発大臣会合 (ベルリン) 

5月30日 G8 外相会合 (ポツダム)
6月6-8日 G8 ハイリゲンダム首脳会合
7月1-3日 AU総会(アクラ)
10月30-31日 TICAD IV 地域準備会合(ルサカ)
11月21-22日 TICAD IV 地域準備会合(チュニス)

2008
1月31日-2月2日 AU総会
3月20-21日 TICAD IV 閣僚級準備会議(リーブルビル)
4月5-6日 G8 開発大臣会合
5月28-30日 第四回アフリカ開発会議 (野口英世アフリカ賞第一回授賞式)
6月26-27日 G8 外相会合
7月7-9日 G8 北海道洞爺湖サミット

TICAD IVに向けての流れ
（参考）
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１．ＴＩＣＡＤⅣ親善大使の任命
アフリカ諸国を多数訪問している女優の鶴田真由さんをＴＩＣＡＤⅣ親善大使に任命。

今後、ＴＩＣＡＤⅣ関連行事等でＴＩＣＡＤやアフリカに関する情報を積極的に発信頂く予定。

２．テレビ、新聞等、メディアへの働きかけの強化
アフリカに関する話題や、アフリカで活躍する日本人等を各種メディアに情報提供し、積極的にアフリカ関連情報報道
企画に協力。政府公報番組の活用、海外主要メディアへの働きかけも含め、ＴＩＣＡＤⅣを積極的に広報。

３．ＴＩＣＡＤⅣ広報パンフレット（和、英）及びポスターの作成、ＴＩＣＡＤⅣホームページの充実
幅広い国民層がＴＩＣＡＤや我が国の対アフリカ政策を理解し、関心を持って頂けるようなＴＩＣＡＤⅣ広報用パンフレッ
ト及び海外向け英文パンフレットを作成。親善大使等を起用した広報用ポスターを作成し、全国に幅広く配付予定。

４．アフリカ関連イベントの充実
（１）ＪＩＣＡ、ＪＢＩＣ、ＪＥＴＲＯ及び国際機関等によるセミナー、シンポジウムを実施し、結果をＴＩＣＡＤⅣの場で報告。
（２）アフリカの多様性を紹介する各種文化事業を計画中。企業からの協賛も得て、アフリカ音楽コンサートや写真展

等を計画中。サッカー日本代表対アフリカ代表による「ＴＩＣＡＤⅣ記念サッカー親善試合」も開催予定。
（３）地方自治体と連携し、来日するアフリカ首脳の地方訪問を積極的に推進。

ＴＩＣＡＤⅣに向けた広報（概要）

ドゥドゥ・ンジャイローズ・オーケストラＴＩＣＡＤⅣロゴ

親善大使委嘱状交付式

アフリカン・フェスタ ＴＩＣＡＤⅣロゴ入りサッカーボール


